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�愛媛県告示第１２０８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２０９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和５年１１月２４日

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○指定自立支援医療機関の指定（２件）…………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）…１２４５

○指定自立支援医療機関の所在地の変更…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２４６

○土地改良事業の工事完了の届出…………………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…１２４６

○港湾施設の概要……………………………………………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）…１２４６

○建設業者の許可の取消し…………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…１２４６

○土地改良区役員の就退任の届出………………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…１２４６

○開発行為に関する工事の完了………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…１２４７

○建設業者の許可の取消し…………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…１２４７

人事委員会規則

○職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………（人事委員会事務局）…１２４７

○地域手当に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２４８

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

ＡＩＬＡ美容心療内科ま
つおかクリニック

松山市湊町五丁目５番地
４ １Ｆ２Ｆ 松 岡 邦 彦 伊予市灘町１２３－２ 松 岡 邦 彦 精神通院医療 令和５年

１１月１日

レデイ薬局南�米店 松山市南�米町５３８番地
１ 株式会社レデイ薬局 松山市南江戸四丁目３番

３７号
代表取締役
白 石 明 生

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

ウイング薬局伊予上野店 伊予市上野１４６２番地１０ 株式会社ウイング薬局 松山市樽味四丁目３番１４
号

代表取締役
安 藤 雅 人

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

光琳堂薬局中萩店 新居浜市本郷三丁目４番
２３号 株式会社Ａｌｋａｎａ 松山市高岡町４８０－１３ 代表取締役

河 村 卓 哉
精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

三崎薬局 西宇和郡伊方町三崎１５１９
番地 株式会社アポリード 八幡浜市大平１番耕地７７

４番地５
代表取締役
井 上 貴 博

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

アイン薬局大町店 西条市大町７０３－３ 株式会社アインファーマ
シーズ

北海道札幌市白石区東札
幌五条２丁目４番３０号

代表取締役
淡 路 英 広

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

アイン薬局金生町店 四国中央市金生町下分１２
４９－１

株式会社アインファーマ
シーズ

北海道札幌市白石区東札
幌五条２丁目４番３０号

代表取締役
淡 路 英 広

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

アイン薬局山西店 松山市山西町８９０番地 株式会社アインファーマ
シーズ

北海道札幌市白石区東札
幌五条２丁目４番３０号

代表取締役
淡 路 英 広

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

アイン薬局松山記念病院
店

松山市美沢１丁目１０番３４
号

株式会社アインファーマ
シーズ

北海道札幌市白石区東札
幌五条２丁目４番３０号

代表取締役
淡 路 英 広

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

すみれ調剤薬局
今治市石井町４丁目５－
５０ アイディヒルズ１０２
号

株式会社アインファーマ
シーズ

北海道札幌市白石区東札
幌五条２丁目４番３０号

代表取締役
淡 路 英 広

精神通院医療（薬
局）

令和５年
１１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第４６３号 令和５年１１月２４日

令和５年１１月２４日金曜日 第４６３号
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�愛媛県告示第１２１０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２１１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２１２号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、東予港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

中島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届

出があった。

令和５年１１月２４日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２１３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

株式会社雅 松山市春美町２番１９号 代表取締役
山 本 祐 輔

訪問看護ステーションる
ま 松山市春美町２番１９号 精神通院医療 令和５年

１０月４日

公益財団法人正光会 宇和島市柿原１２８０番地 理事長
渡 部 三 郎

正光会今治訪問看護ステ
ーション 今治市高市甲７８６番地１３ 精神通院医療 令和５年

１１月１日

合同会社訪問看護ステー
ション晴れ色 松山市東垣生町１７６－１１ 代表社員

小 西 愛 美
訪問看護ステーション晴
れ色 松山市東垣生町１７６－１１ 精神通院医療 令和５年

１０月２３日

名 称
所 在 地 担当する医療の

種類
変 更
年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護ステー
ションえん

松山市朝生田町
４－２－４ 桂
ビル１０３

松山市井門町７６
４番地１ 精神通院医療 令和５年

１月１日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 真穴第一地区
（八幡浜市） 令和５年１０月１３日

種 類 位 置 数量及び能力

臨 港 道 路
起点 西条市広江５６４番地先

終点 西条市広江５６３番１地先

延長 ３６０．０メートル

幅員 １７．０メートル

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２）第１０８１２号 令和２年
４月１７日 信和電工㈱ 篠原 孝賢 四国中央市妻鳥町２９３５－

１
令和５年
１０月１０日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般・特－２）第１７６２３号 令和２年
１２月３日 ㈱新興 大西 英彦 四国中央市三島中央１－

１－８５
令和５年
１０月１１日

電気工事業、管工事業
電気通信工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（般－２）第１０９３３号 令和２年
８月２１日 ㈲安永建設 安永 譲二 西条市三芳１５８２－１ 令和５年

１０月２４日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－３０）第１６２３３号 平成３０年
１１月２１日 ㈲大城興業 岡村 明 西条市喜多川６２５－４ 令和５年

１０月２４日

土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 俊 成 定 志 松山市中島大浦２３７１番地

〃 河 崎 石 明 松山市小浜５６８番地１

〃 桑 木 研 造 松山市長師１０２５番地

〃 新 藤 司 松山市宮野４２１番地

〃 宮 本 伊勢和 松山市神浦７４８番地

〃 敷 島 圭 一 松山市宇和間７８３番地

〃 石 橋 伸一郎 松山市熊田甲４３番地１
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人事委員会規則

退 任

�愛媛県告示第１２１５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和５年１１月２４日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

�愛媛県告示第１２１６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年１１月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県人事委員会規則６―２１８
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月２４日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

〃 石 丸 忠 明 松山市吉木甲８０５番地

〃 大 内 隆 治 松山市饒４４３番地

〃 新 山 忠 勝 松山市畑里甲６０９番地

〃 金 子 晶 年 松山市中島粟井甲８１６番地

〃 矢 野 修 松山市上怒和甲５４５番地

〃 伊豫木 志 郎 松山市元怒和甲９８２番地

〃 玉 井 雄 松山市津和地４１１番地

〃 村 上 悦 朗 松山市二神甲３８３番地

〃 森 本 茂 松山市睦月３１８番地

監 事 片 山 富 雄 松山市神浦１８００番地

〃 竹 村 孝 松山市吉木甲８８３番地

〃 豊 田 勝 松山市二神甲４５０番地

〃 中 富 宣 行 松山市三番町３丁目２－１６ダイアパレ
ス三番町Ⅱ４０１号

〃 杉 野 重 遠 松山市長師１０１８－１

〃 里 康 典 松山市宮野６２６

〃 宮 本 伊勢和 松山市神浦７４８

〃 中 田 孝 志 松山市宇和間甲７７３

〃 向 井 祐 一 松山市熊田甲６１９

〃 天 満 一 樹 松山市吉木４３０－１

〃 戎 居 直 幸 松山市饒甲２３１

〃 向 井 増 美 松山市畑里甲９２９

〃 金 子 晶 年 松山市中島粟井甲８１６

〃 吉 田 幸 夫 松山市上怒和甲６３７－１

〃 川 下 松 英 松山市元怒和甲９９５

〃 絹 笠 又 明 松山市津和地２８０

〃 豊 田 勝 松山市二神甲４５０

〃 森 本 哲 一 松山市睦月３４０

監 事 濱 田 研 眞 松山市宮野４５７

〃 柳 原 要 松山市饒４４５

〃 玉 井 雄 松山市津和地４１１

〃 中 富 宣 行 松山市三番町３丁目２－１６ダイアパレ
ス三番町Ⅱ４０１号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 俊 成 定 志 松山市中島大浦２３７１

〃 河 崎 石 明 松山市小浜５６８－１

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

５中局建（開）第２７号

令和５年１１月１５日
東温市田窪字海稲１２１２番

松山市中村二丁目４番４号

渡 部 雅 貴

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３０）第１８１８８号 平成３０年
１１月１日 ㈲植田建設 植田 龍也 大洲市徳森２２８０－１３ 令和５年

１０月３０日

大工工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２５９
地域手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月２４日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

地域手当に関する規則の一部を改正する規則

地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１０２６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の地域手当に関する規則第２条の規定は、令和５年９月２２日から適用する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第６条関係）

選考により採用する職

別表第７（第６条関係）

選考により採用する職

１ 法令により次に掲げる資格を必要とする職

�～� 省略

� 学芸員、海技士、小型船舶操縦士、無線通信士、航空

整備士、職業訓練指導員及び一級建築士

２ 省略

１ 法令により次に掲げる資格を必要とする職

�～� 省略

� 学芸員、海技士、小型船舶操縦士、無線通信士、航空

整備士及び職業訓練指導員

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（支給地域及び級地）

第２条 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める地域は、

次の各号に掲げる地域とし、同条第３項の地域手当の級地は、当

該各号に定める級地とする。

�・� 省略

� 千葉県千葉市及び愛知県名古屋市 ３級地

�・� 省略

（支給地域及び級地）

第２条 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める地域は、

次の各号に掲げる地域とし、同条第３項の地域手当の級地は、当

該各号に定める級地とする。

�・� 省略

� 愛知県名古屋市 ３級地

�・� 省略
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